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独立行政法人林木育種センターの平成 1８事業年度評価結果の主要な反映状況

１．役員人事への反映について

役員人事への反映 独立行政法人評価委員会による平成１８年度の総合評価が「Ａ」評価であり、中期計画に対して業務が順調
に進捗していると判断されたこと等を踏まえ、評価結果による特段の人事は行わなかった。

２．法人の運営、予算への反映について

評価項目 １８事業年度評価における主な指摘事項 平成１９及び２０年度の運営、予算への反映状況

業務運営に対 より幅広い視点からの林木育種の展開を期待する。 林木の新品種開発については、①花粉症対策に有効な品種
する総括的な の開発、②国土保全、水源かん養及び自然環境保全の機能の
意見 向上に資する品種の開発、③地球温暖化の防止に資する品種

の開発、④林産物供給機能の向上に資する品種の開発、を行
っていくこととしている。
平成１９年度においては、花粉の少ないスギ品種を１０品
種、無花粉スギ品種を１品種、花粉の少ないヒノキ品種を３
９品種開発した。また、アカマツ及びクロマツのマツノザイ
センチュウ抵抗性品種あわせて３０品種を開発した。

林木育種事業の中核機関として、生物多様性の保全、 平成１９年度においては、林木遺伝資源の収集・保存とし
景観保護の観点から、これまでに蓄積してきた遺伝育 て、目標数を概ね１，２００点としていたが、それを上回る
種技術を駆使して、林木の系統保存、絶滅危惧種等の １，２３５点を探索・収集した。そのうち、絶滅危惧種等に
遺伝資源の保護に積極的に取り組むことは、重要なミ ついては２０３点を収集した。また、過年度に収集した林木
ッションの一つとなるものと考える。 遺伝資源を含めて増殖・保存等を実施した。

業務運営の効 （関係機関との連携）
率化に関する 育種の推進にとって関係機関との連携は重要であ 林木育種事業は、関係機関（都道府県等）の役割分担を明
目標を達成す り、役割分担を明確にした上で、継続的、効果的な推 確にした上での連携による推進が必要であることから、各育
るためとるべ 進を行い、大きな成果に結び付くように努めてもらい 種基本区において開催される林木育種推進地区協議会の事務
き措置 たい。 局を務めるとともに同協議会において各育種基本区の林木育

種事業の実施状況、事業実行上の問題点などの協議や、関係
機関相互間の連絡調整を行い、今後の林木育種事業の推進方
策等の検討を行った。
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国民に対して （成果の広報・普及の推進）
提供するサー 広報・普及活動の効果については、有効に活用され 新品種の利用者である種苗生産者、森林所有者等へ、関連
ビスその他の ているか検証する必要がある。 団体の協力を得て、これまでに開発した品種や都道府県にお
業務の質の向 ける普及状況を特集した広報誌を配布するとともに、この利
上に関する目 用状況の把握に努めた。
標を達成する また、利用者からの要望に対応するため、ホームページの
ためとるべき 問い合わせ表示等を変更し、ホームページから問い合わせを
措置 行いやすいように変更した。

その他農林水 （独立行政法人森林総合研究所との統合による事務及
産省令で定め び事業の一体的実施）
る業務運営に 森林バイオ研究センターの活動だけに留まらず、新 研究分野と林木育種分野の研究開発の連携の促進を図る観
関する事項 しい森林総合研究所として良い成果が上がるような体 点から、遺伝・育種関連分野連絡会を設置するとともに、情

制作りを期待する。 報の共有化、共同研究・事業、広報・PR、イベントの開催、
施設や実験林の共同利用などの状況について点検を行い、融
合計画を策定した。


